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研究要旨 

本研究では、日本で初めて導入された重度の精神障害を抱える人たちに対する包括型地域生活

支援プログラム（Assertive Community Treatment: ACT）の利用が、利用者の意識に及ぼす影響を、

前向きの無作為化比較試験（Randomized Controlled Trial: RCT）デザインによって明らかにすること

を目的とした。国立精神・神経センター国府台病院に 2004年 5月から 2006年 10月までに入院した

患者のうち、診断、年齢、居住地域、精神医療利用状況などの条件に合致した 108 名を、ACT 介入

群（n = 59）と対照群（n = 59）に無作為に振り分けた。退院1ヶ月後と 1年後の 2時点で心理社会的介

入への参加準備性測定尺度、ソーシャルサポート測定尺度、自己効力感尺度、サービス満足度など

で構成される自記式調査票への記入を求め、介入群の 32名、対照群の 21名が 2時点の調査を完

了した。共分散分析および t検定によって 1年後の得点を群間で比較した結果、介入群は対照群より

もサービス満足度が有意に高く、心理社会的介入への参加準備性が高い傾向にあることが示され

た。ACT は従来の精神保健福祉医療サービスに比べて、利用者のサービスへの満足度の高さやリ

ハビリテーションに対する前向きな姿勢につながる可能性が示唆された。 

 

 

 

A. 研究目的 

重度の精神障害を抱える人たちに対する包

括型地域生活支援プログラム （ Assertive 

Community Treatment: ACT）は、欧米を中心に

精神症状の改善や地域滞在期間の延長のみな

らず、社会機能や生活の質の改善、サービス満

足度の向上などの良好な成績を得ている 1) 。し

かし、エンパワメント意識や自己効力感を含む

自己意識の変化や、セルフケアや援助資源の

活用に関する意識の変化という、援助を受けて

いる人たちの意識を捉えて効果指標にする研

究は、重い精神障害を抱える人たちの場合、非

常に限られている。ACTは、常に利用者の可能

性を信じ、その長所を伸ばすエンパワメントと自

立を目指した援助を目標にしており、サービス

利用者の自己意識やサービスに対する意識を

適切に捉えて評価することは、ACT がサービス

利用者の意識に及ぼす影響を捉える上で重要



 

であると考えられる。 

本研究では、わが国で始めて導入された

ACT（ACT-J）の効果評価の一部として、ACT が

サービス利用者の意識に及ぼす影響を、1年間

の無作為化比較試験（Randomized Controlled 

Trial: RCT）により明らかにすることを目的とし

た。 
 

B. 方法 

1) 対象 

2004年 5月から 2006年 10月までに国立精

神・神経センター国府台病院に入院した患者の

べ 1,938 名のうち、以下の基準に合致するもの

を対象とした。すなわち、1) 18歳以上60歳未満、

2) 統合失調症、双極性障害など（ICD-10 の

F20, 21, 22, 25, F30, 31, 33）の診断を受けている

もの（認知症、物質による精神障害、人格障害、

精神発達遅滞《ICD-10 の F00-05, F1x, F6x, 

F7x》は除外）、3) 対象病院近隣の3市に居住、

4) 過去 2年間の精神科サービス利用状況が次

のいずれかを満たす: i) 2回以上または 100日

以上の入院、ii) 3 回以上の深刻な救急受診、

iii) 3ヶ月以上の医療中断、5) 過去一年間の最

高 GAF 得点が 50 点以下、であった。これらの

基準に合致した202人に対して研究の内容を説

明した。研究参加への同意を得た 118 人を、

ACTサービスを利用する介入群（n = 59）とACT

を利用せずに従来の精神保健福祉医療サービ

スを利用する対照群（n = 59）に無作為に振り分

け、1 年間追跡した。追跡期間中の圏外への転

居や死亡、未退院などの理由で 1 年後の評価

対象者にならなかったのは、介入群の 5 人と対

照群の 7人であった。 

介入群の平均年齢は 39.4（SD = 10.3）歳、対

照群は 43.7（SD = 11.2）歳であり、介入群は対

照群よりも有意に若かった（t = 2.13, p = 0.04）。

両群とも男女比が約 1:1であり、また 9割以上が

統合失調症圏と気分障害圏の診断が占めた。

研究参加時の入院以前の 1年間の平均入院日

数は、介入群が 44.5（SD = 64.7）日、対照群は

22.3（SD = 43.8）日であり、対照群は介入群より

も有意に長かった（t = -2.14, p = 0.04）。また、介

入群の平均発病年齢は 24.3（SD = 9.2）歳、対

照群は 28.4（SD = 10.3）歳であり、介入群の対

象者は対照群よりも平均発症年齢が若かった（t 

= 2.22, p = 0.03）。その他の属性は群間で有意

な違いは認められなかった。 
 

2) 尺度 

対象者の治療・リハビリテーションに対する態

度や自身の人生に対する意識、サービスに対

する認識を評価するため、以下の尺度からなる

調査票を用いた。 

(1) 薬物態度尺度 

薬物療法に対する態度を測定するため、

Hogan ら 2) の Drag Attitude Inventory- 10

（DAI-10）を用いた。この尺度は10項目からなる

自記式評価尺度であり、日本語版においても内

的整合性と信頼性が確認されている。抗精神病

薬や薬物療法に対する態度・体験について、肯

定的な回答はプラス 1 点、否定的な回答はマイ

ナス1点に得点化される。これらを合計した薬物

態度得点は、－10 から＋10 の値をとり、プラス

の場合は薬物療法に対する肯定的主観、マイ

ナスの場合は否定的主観として表現される。得

点が高いほど薬や服薬経験を通じての患者の

印象は良好であり、薬物療法における主観的

QOL が高いことを示唆していると考えられてい

る 2)。 

(2) 参加準備性尺度 

心理社会的介入に参加する患者の準備性

（態度）の測定には、瀬戸屋ら 3) のReadiness for 

Participation to Psychoeducation Scale（RPPS）を

用いた。この尺度は、知識獲得に関する認識や

障害者同士の関わり、援助サービスの活用、障

害の受容、症状対処行動への意欲などの 5 つ



 

の領域に関する計 12項目からなり、各項目をど

の程度大切であると感じるかの程度によって、

「0: 大切ではない」～「3: とても大切」の 4 段階

で評価する。各項目を合計した参加準備性得

点は 0～36 点の値をとり、得点が高いほど心理

社会的介入に対する参加の準備度が高いこと

を表す。 

RPSは、内的一貫性（Cronbach’s α = 0.83）、

再検査信頼性（r = 0.95）、および内容的妥当性、

構成概念妥当性が確認されている 3) 。 

(3) ソーシャルサポート尺度 

ソーシャルサポートの測定には、Sarason4) の

Social Support Questionnaire - 6（SSQ-6）を用い

た。この尺度は一定の信頼性と妥当性が確認さ

れている。本研究では、回答者の負担を考慮し

て回答方法に若干の修正を加えた。すなわち、

設問で 6つの状況を提示し、各状況で支援を受

けられる人が、家族内および友人・知人でいる

かどうかを尋ね、いる場合にはその人数の記入

を求めた。原版で使用されているサポートに対

する満足の程度の設問は除いた。支援が得ら

れる状況の数（領域）と、各状況で支援が得られ

る人数を合計して項目数の 6で除した人数を、

ソーシャルサポートの得点として分析に用いた。 

SSQ-6は、内的整合性（Cronbach’s α > 0.90）

が確認されている。得点が高いほどソーシャル

サポートが得られる領域が多く、サポートが得ら

れる人数が多いことを表す。 

(4) 地域生活に対する自己効力感尺度 

 地域生活を行ってゆく上での自信の測定には、

大川ら 5) の Self-Efficacy for Community Living

（SECL）を用いた。この尺度は、日常生活、治療

に対する行動、症状対処行動、社会生活、対人

関係の 5領域、計 18項目からなり、各項目の内

容に対する本人の主観的自信を「0 : まったく自

信がない」～「10 : 絶対に自信がある」の 11 段

階で回答を求めた。18 項目に対する回答を合

計したものを 100 点満点に換算したものが、自

己効力感尺度得点として算出される。 

SECLは、内的一貫性（Cronbach’s α = 0.72 – 

0.95）、再検査信頼性（r = 0.82）、および内容的

妥当性、併存的妥当性、構成概念妥当性が確

認されている 5) 。得点が高いほど、地域生活に

おける自己効力感が高いことを表す。 

(5) 統制感尺度 

自身の人生に対する統制可能感の測定には、

米国の SAMHSA6) で開発された EBPツールキ

ットの利用者調査ツールの統制感尺度を用いた。

項目は、「私が全力を傾けることはどんなことで

も、何とかすることができる」、「自分の人生で大

切な多くのことを、私は自分で変えることができ

る」などである。各項目で、自分で統制できると

思う程度を「1: おおいにそう思う」～「4: まったく

思わない」の 4段階で回答を求めた。 

得点は、各回答を 0～3点に逆転して 5項目

で合計した上で、100 点満点に換算したものを

用いる。得点が高いほど、自身の人生に対する

統制可能感が高いことを表す。 

(6) エンパワメント尺度 

援助や生活に対して自身が主体的に活動す

るというエンパワメントの程度の測定には、米国

の SAMHSA6) で開発された EBP ツールキット

の利用者調査ツールのエンパワメント尺度を用

いた。項目は、「私が受ける援助サービスは、す

べて私が自分で決める権利を持っていると感じ

ている」、「自分の自由時間の使い方について、

私にはいくつもの選択肢がある」などである。各

項目について、「1: おおいにそう思う」～「4: ま

ったく思わない」の 4段階で回答を求めた。 

得点は、各回答を 0～3点に逆転して 5項目

で合計した上で 100点満点に換算したものを用

いる。得点が高いほど、援助や生活に対するエ

ンパワメントの程度が高いことを表す。 

(7) サービス満足度 

対象者が受けている援助サービスに対する

満足度の測定には、立森ら 7) の Client 



 

Satisfaction Questionnaire -8（CSQ-8）を用いた。

この尺度は 8 項目からなり、各項目でサービス

の満足を 1～4点で回答を求める。 

CSQ-8 は、十分な内的整合性と基準関連妥

当性が確認されている 7) 。8 項目の回答を合計

した総得点はサービス満足度得点として用いら

れ、得点が高いほど受けているサービスに対す

る満足度が高いことを表す。なお、本尺度は 1

年後調査においてのみ使用した。 
 

3) 調査の手順 

入院中に研究参加の同意が得られた対象者

は、退院 1 ヶ月後および 1年後の 2時点で、退

院後に同意が得られた対象者は、同意が得ら

れてから 1ヶ月後および 1年後の 2時点で自記

式調査を実施した。調査実施にあたり、対象者

に電話等で連絡をとり、調査実施の日時・場所

などの詳細を調整した。 

 

4) 分析 

 1 年後調査における介入群と対照群の得点を、

1 ヶ月後調査の得点を共変量とする共分散分析

により比較した。1 年後調査でのみ使用した

CSQ-8 については、t 検定によって群間で 1 年

後の特典を比較した。統計解析には、SPSS16.0 

for Windowsの統計パッケージを用いた。 

 

C. 結果 

1 ヶ月後調査では介入群の 45 人、対照群の

38人から回答を得た（回答率はそれぞれ 76.3%、

64.4%）。1年後調査の対象となった介入群の 54

人、対照群の52人のうち、両時点の調査で回答

が得られたのはそれぞれ 32人、21人であり（回

答率はそれぞれ 59.3％、40.4％）、これら 2時点

の調査が完了した 53人を分析の対象とした。調

査完了者の属性は、介入群と対照群で有意な

差は認められなかった（表 1）。 

1 ヶ月調査の各得点と基本属性との関連を表

2 に示した。いくつかの尺度は、年齢や教育年

数、罹病年数などの属性と有意な相関を示した。

また、SSQ-6 の家族人数と SECL の得点は、

GAF と有意な正の相関を示し、BPRS と有意な

負の相関を示した。社会機能の評価尺度である

ケア必要度尺度 8) との関連を検討したところ、

DAI-10、SECL の得点は、ケア必要度尺度の多

くの下位領域得点と有意な負の相関を示した。

ケア必要度尺度の領域の中でも、身の回りのこ

と、社会資源の活用、社会的役割の領域の得点

は、多くの尺度得点と有意な負の相関を示した。

これらの基本属性や臨床的特徴の変数は、群

間で有意な差は認められなかったため、アウト

カム指標の比較における共分散分析の共変量

には用いなかった。 

自記式調査の結果を表 3 に示した。1 ヶ月後

調査では、すべての尺度で群間に有意な差は

認められなかった。共分散分析の結果、参加準

備性尺度で有意傾向差が認められ、介入群は

対照群よりも1年後の心理社会的介入に参加す

る準備の程度が高い傾向にあることが示された。

また、CSQ-8得点を t検定によって比較した結果、

有意な差が認められ、介入群は対照群よりも受

けているサービスに対する満足度が高いことが

示された。そのほかの変数については有意な差

は認められなかった。 

2 時点で回答を得られた対象者が限られたた

め、2 時点の調査が完了したもの（完了者）と、

調査が完了しなかったもの（非完了者）との間に

違いがあるかを検討する必要がある。そこで、介

入群と対照群それぞれにおいて、調査完了者と

非完了者の属性や 1 回目調査の得点などを、

Mann-Whitney の検定により比較した（表 4）。そ

の結果、介入群では完了者が非完了者よりも

SSQ-6 の領域得点が家族、知人・友人ともに有

意に高く、社会的役割に関するケアの必要度得

点が高い傾向を示した。また、対照群の完了者

は非完了者よりも SSQ-6の領域得点が家族、知



 

人・友人ともに有意に高く、社会資源の活用の

ケア必要度得点が低い傾向を示した。 

 

D. 考察 

本研究の結果、ACTのサービスを受けたもの

は、従来の精神保健福祉医療サービスを受け

たものに比べてサービスの満足度が高いことが

示された。また、心理社会的介入に対する準備

性が高い傾向にあることが示された。 

ACT利用者のサービス満足度の高さは、多く

の先行研究の知見と一致している。CSQ-8 は、

利用者が望むサービスをどの程度受けたか、受

けたサービスの質や量、有用性などの側面から

満足度を問うものである。利用者が希望する地

域生活に対して、たとえ重い障害を抱えていて

も ACT は「限界」を設けず、利用者の可能性を

信じてストレングスを伸ばす関わりを持ち続ける。

この姿勢は、少ないケースロードで 24時間 365

日、利用者が生活する地域でのサービス提供を

基本とするACTの構造だからこそ可能になる部

分も大きく、それが利用者のサービス満足度の

高さに反映されたと考えられよう。 

従来のサービスでは、利用者が希望する生

活に対して“ステップアップ”の言葉に代表され

るような「準備段階」を設定することが多い。すな

わち、「仕事をしたいのであれば、まず病状を安

定させてから」というような段階設定である。しか

しACTでは、疾病や障害に向き合ったりそれに

対処できることを、希望する地域生活を送ること

の必要条件とはしない。本人が望む地域生活を

実現できるようにさせてゆく中で、必要に応じて

困難や障壁へのアプローチを利用者本人と一

緒に考えてゆく。この違いは、利用者が疾病や

障害に対処することの動機付けに影響すると考

えられ、ACT 利用者の参加準備性得点の高さ

に反映されたと解釈できるかもしれない。 

本研究で使用したそのほかの尺度では、

ACT サービス利用者と従来のサービス利用者

の1年後の得点に有意な差は認められなかった

が、これにはいくつかの理由が考えられよう。ま

ず、1年間の追跡期間は、ACTサービス利用者

の意識に統計的な変化が生じるには短いかもし

れない。ACTサービスでは、訪問活動を中心に

利用者の生活場面で濃密な関わりを行うため、

関係作りは丁寧に時間をかけて行う。さらに、利

用者の意識は希望する地域生活を行ってゆく

中で徐々に変化するものと思われる。より長期

的な関わりの中で、ACT利用者の意識に大きな

変化が生じることが期待される。 

もうひとつの理由として、本研究の分析対象

者における偏りの影響が考えられよう。介入群

で2時点の調査が完了した者は、調査が未完了

であった者よりも 1 ヶ月後の社会機能が低い傾

向を示したが、対照群では社会機能が高い傾

向を示した。社会機能は自記式アウトカムと関

連を示したことから、本分析の対照群には、自

記式調査票で評価される意識や態度が高い傾

向にある者が含まれた可能性がある。こうした対

象者の偏りが、ACT の介入効果を捉えにくくし

たのかもしれない。 

追跡期間や分析対象者の偏りなどの限界は

あるものの、本研究では日本で初めて導入した

ACT プログラムが、従来のサービスと比べて利

用者のサービスへの満足度や心理社会的介入

プログラムに対する参加準備性に、一定の効果

を示すことを RCT デザインによって明らかにし

た。ACT プログラムは単に入院日数を短くする

だけではなく、利用者が満足でき、障害に対処

する必要性を自ら認識できるようになるサービス

であることが示唆され、精神障害を抱える者の

退院促進や地域リハビリテーションが課題にあ

るわが国において、重要な役割を担うものと思

われる。今後も、本研究の限界を克服して ACT

プログラムが利用者の意識や態度に与える影響

を多面的に明らかにしてゆくことが求められる。 

 



 

E. 結論 

本研究の結果、日本におけるACTプログラム

を利用したものは、従来の精神保健福祉医療サ

ービスを受けているものよりも、1 年後のサービ

ス満足度が高く、心理社会的介入に対する参加

準備性が高い傾向にあることが示された。 
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表1. 1ヶ月後調査における対象者の基本属性

n M ± SD n M ± SD t, χ 2 p

年齢 32 40.3 ± 11.7 22 42.8 ± 11.0 0.789 0.434
教育年数 26 13.6 ± 2.6 21 12.4 ± 2.3 -1.588 0.119
性別（男性%） (Fisher検定） 0.099
居住形態（%）
家族と同居
独居
その他 2.910 0.233

発病年齢 29 25.7 ± 9.6 22 30.1 ± 10.3 1.558 0.126
罹病年数 29 13.1 ± 9.8 22 12.1 ± 9.1 -0.377 0.708
診断
統合失調症圏（F2X）
気分障害圏（F3X）
その他（F0X, F4X） 2.519 0.284

抗精神病薬投与量 27 538.9 ± 454.5 12 498.4 ± 499.5 -0.249 0.804
（CP換算mg）
指標入院前1年間の入院日数¶ 32 47.4 ± 63.4 22 26.1 ± 45.5 -1.354 0.181
GAF 31 47.6 ± 10.0 22 47.5 ± 9.8 -0.034 0.973
BPRS 31 17.9 ± 7.8 22 20.0 ± 7.7 0.967 0.338

CP クロルプロマジン; GAF Global Assessment of Functioning; BPRS Brief Psychiatric Symptom Rating Scale
¶ ACT研究参加の対象となった入院以前の1年間の入院日数。

68.2%
18.8%
15.6%

介入群 対照群

37.5%

65.6%

59.1%

0.0%3.1%
15.6%

4.5%

68.2%

27.3%

81.3%
31.8%

 

 

表2. 1ヶ月後の基本属性と自記式調査票の尺度得点との関連

尺度

DAI-10 0.01 0.15 0.02 -0.09 -0.14 0.09 0.13 -0.22 -0.36 ** -0.12 -0.42 ***-0.32 ** -0.30 ** -0.27 * -0.31 ** -0.20 -0.40 ***

参加準備性 -0.18 -0.05 -0.18 -0.03 0.13 0.17 0.11 -0.02 -0.39 -0.02 -0.15 -0.12 -0.14 -0.07 -0.12 0.04 -0.11
SSQ-6 （領域）
家族 -0.09 -0.21 * 0.02 -0.09 0.08 -0.02 0.21 -0.10 -0.24 * -0.17 -0.19 -0.16 -0.15 -0.12 0.06 0.01 -0.18
知人・友人 -0.08 -0.14 0.07 -0.17 -0.21 0.12 0.14 -0.05 -0.01 0.19 -0.01 -0.19 -0.27 * -0.29 * -0.18 0.26 * -0.11

SSQ-6（人数）
家族 -0.25 * 0.22 -0.11 -0.19 0.11 -0.10 0.36 ** -0.23 * -0.24 * -0.10 -0.11 -0.22 -0.23 -0.24 * 0.00 -0.01 -0.22
知人・友人 -0.20 0.10 -0.09 -0.14 -0.21 0.08 0.12 -0.19 -0.02 0.20 -0.04 -0.17 -0.19 -0.25 * -0.26 * 0.14 -0.12

SECL -0.11 0.22 0.02 -0.14 0.03 -0.04 0.33 ** -0.26 * -0.32 ** -0.22 -0.38 ** -0.39 ** -0.36 ** -0.31 ** -0.38 ** -0.26 * -0.44 ***

統制感 0.25 * 0.07 0.05 0.24 * 0.07 0.02 -0.10 0.10 -0.01 -0.14 -0.04 -0.10 -0.07 -0.16 0.05 0.03 -0.07
エンパワメント -0.13 0.25 * -0.08 -0.08 0.08 0.09 0.22 -0.16 -0.03 -0.04 -0.09 -0.27 * -0.12 -0.26 * 0.10 0.18 -0.10
CSQ-8 0.13 0.07 -0.08 0.18 -0.22 -0.08 0.24 -0.20 -0.05 -0.09 -0.37 ** -0.16 -0.24 -0.19 -0.23 -0.19 -0.23

*** p  < 0.001, ** p  < 0.01, * p  < 0.05

DAI-10 Drag Attitude Inventory-10; SSQ-6 Social Support Questionnaire-6; SECL Self-Efficay for Community Living scale; CSQ-8 Client Satisfaction
Questionnaire-8; GAF Global Assessment of Functioning; BPRS Brief Psychiatric Rating Scale
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表3. 介入群と対照群の1ヶ月後および1年後の自記式アウトカム

尺度 n M ± SD n M ± SD n M ± SD n M ± SD F, t ¶ p

DAI-10 32 6.7 ± 2.0 22 6.3 ± 2.5 32 6.3 ± 2.0 21 6.6 ± 1.9 0.78 0.38
参加準備性 32 76.3 ± 16.2 22 74.1 ± 13.9 32 75.5 ± 13.7 21 68.9 ± 11.7 3.09 0.09
SSQ-6（領域）
家族 32 4.1 ± 2.3 22 4.1 ± 2.4 32 3.8 ± 2.6 22 4.3 ± 2.3 0.94 0.34
知人・友人 32 3.0 ± 2.4 22 2.5 ± 2.5 32 3.2 ± 2.4 22 2.5 ± 2.6 0.54 0.47

SSQ-6（人数）
家族 32 1.3 ± 1.3 22 1.3 ± 1.1 32 1.3 ± 1.2 21 1.1 ± 0.7 0.69 0.41
知人・友人 32 1.6 ± 2.0 22 1.0 ± 1.3 31 1.6 ± 2.2 21 0.7 ± 0.9 1.79 0.19

SECL 32 61.1 ± 13.8 22 63.6 ± 16.0 32 62.9 ± 16.6 21 61.5 ± 15.4 0.39 0.54
統制感 31 68.4 ± 18.9 22 64.5 ± 25.0 32 63.4 ± 24.3 21 66.0 ± 25.5 0.26 0.62
エンパワメント 32 47.4 ± 16.3 22 46.1 ± 17.9 32 52.9 ± 39.4 21 39.1 ± 16.4 2.16 0.15
CSQ-8 32 24.7 ± 3.8 21 21.3 ± 3.0 -3.50 0.00

¶ 1ヶ月後の得点を共変量とする共分散分析により比較した（CSQ-8はt検定）。

1ヶ月後調査 1年後調査

― ―

介入群

DAI-10 Drag Attitude Inventory-10; SSQ-6 Social Support Questionnaire-6; SECL Self-Efficacy for Community
Living scale; CSQ-8 Client Satisfaction Questionnaire-8

対照群 介入群 対照群

 
表4. 調査完了者と非完了者との属性および1ヶ月後調査の得点比較（Mann-Whitney検定）

n M ± SD n M ± SD Z p n M ± SD n M ± SD Z p

年齢 32 40.3 ± 11.7 25 38.6 ± 8.7 -0.45 0.65 22 42.8 ± 11.0 33 44.6 ± 11.5 -0.70 0.49
教育年数 26 13.6 ± 2.6 12 12.9 ± 2.4 -0.48 0.65 21 12.4 ± 2.3 27 12.9 ± 2.7 -0.55 0.59
発病年齢 29 25.7 ± 9.6 23 23.0 ± 8.7 -1.53 0.13 22 30.1 ± 10.3 30 27.2 ± 10.7 -1.06 0.29
罹病期間 29 13.1 ± 9.8 23 14.8 ± 7.7 -1.31 0.19 22 12.1 ± 9.1 30 16.2 ± 12.0 -0.96 0.34
指標入院前1年間の入院日数 32 47.4 ± 63.4 24 42.4 ± 68.5 -0.61 0.54 22 26.1 ± 45.5 31 19.9 ± 44.4 -0.69 0.49
退院時CP換算値（mg） 27 538.9 ± 454.5 12 676.4 ± 779.2 -0.08 0.94 12 498.4 ± 499.4 19 497.2 ± 438.0 -0.04 0.97
GAF 31 47.6 ± 10.0 12 48.8 ± 11.4 -0.14 0.90 22 47.5 ± 9.8 18 52.4 ± 9.3 -0.15 0.88
BPRS 31 17.9 ± 7.8 12 16.8 ± 9.4 -0.39 0.70 22 20.0 ± 7.7 17 18.9 ± 7.3 -0.14 0.89
DAI-10 32 6.7 ± 2.0 13 6.2 ± 2.9 -0.41 0.69 22 6.3 ± 2.5 16 5.6 ± 1.6 -0.82 0.41
参加準備性 32 76.3 ± 16.2 13 79.7 ± 14.9 -0.67 0.51 22 74.1 ± 13.9 16 71.5 ± 11.7 -0.68 0.49
SSQ-6（領域）
家族 32 4.1 ± 2.3 25 2.0 ± 2.7 -2.96 0.00 *** 22 4.1 ± 2.4 33 1.8 ± 2.5 -3.26 0.00 **

知人・友人 32 3.0 ± 2.4 25 1.5 ± 2.3 -2.57 0.01 * 22 2.5 ± 2.5 33 1.4 ± 2.4 -2.08 0.04 *

SSQ-6（人数）
家族 32 1.3 ± 1.3 13 1.2 ± 1.0 -0.09 0.93 22 1.3 ± 1.1 16 1.5 ± 1.4 -0.10 0.92
知人・友人 32 1.6 ± 2.0 13 1.6 ± 1.9 -0.04 0.97 22 1.0 ± 1.3 16 1.5 ± 2.1 -0.24 0.81

SECL 32 61.1 ± 13.8 12 66.8 ± 7.6 -1.42 0.16 22 63.6 ± 16.0 16 63.1 ± 18.8 -0.24 0.81
統制感 31 68.4 ± 18.9 12 75.0 ± 13.1 -1.08 0.29 22 64.5 ± 25.0 16 62.5 ± 26.5 -0.21 0.84
エンパワメント 32 47.4 ± 16.3 12 49.4 ± 3.7 -0.36 0.73 22 46.1 ± 17.9 16 46.3 ± 22.0 -0.60 0.55

ケア必要度
身の回りのこと 30 2.0 ± 0.7 10 2.1 ± 0.9 -0.08 0.94 20 1.6 ± 0.8 15 1.8 ± 1.0 -0.78 0.44
安全管理 30 1.6 ± 0.7 10 1.5 ± 0.5 -0.15 0.88 20 1.4 ± 0.8 15 1.4 ± 0.7 -0.73 0.46
健康管理 30 1.7 ± 0.9 10 1.8 ± 1.0 -0.51 0.61 20 1.5 ± 0.6 15 1.8 ± 0.8 -0.96 0.34
社会資源の利用 30 1.7 ± 1.0 10 1.5 ± 0.7 -0.37 0.72 20 1.4 ± 0.8 15 1.7 ± 0.9 -1.72 0.09 †

対人関係 30 2.0 ± 0.9 10 2.1 ± 0.7 -0.58 0.56 20 1.7 ± 0.6 15 2.0 ± 0.7 -1.43 0.15
社会的役割 30 2.7 ± 0.9 10 2.1 ± 0.6 -1.98 0.05 † 20 2.4 ± 0.9 15 2.4 ± 0.9 -0.10 0.92
緊急時の対応 30 2.6 ± 1.0 10 2.6 ± 0.8 -0.18 0.86 20 2.5 ± 1.0 15 2.4 ± 0.9 -0.32 0.75
配慮が必要な社会行動 30 1.4 ± 0.5 10 1.5 ± 0.5 -1.01 0.31 20 1.3 ± 0.4 15 1.3 ± 0.4 -0.35 0.72
合計 30 1.9 ± 0.7 10 1.9 ± 0.5 -0.16 0.88 20 1.6 ± 0.5 15 1.8 ± 0.5 -1.32 0.19

*** p  < 0.001, * p  < 0.05, † p  < 0.10

CP クロルプロマジン; GAF Global Assessment of Functioning; BPRS Brief Psychiatric Rating Scale; DAI-10 Drag Attitude Inventory-10; SSQ-6
Social Support Questionnaire-6; SCL ; CSQ-8 Client Satisfaction Questionnaire-8

対照群
調査完了者 調査非完了者 調査完了者 調査非完了者

介入群
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